
２００６年１０月２７日 
松下電器産業株式会社 

 

 

 

１．連 結 業 績                                                                      (単位：億円) 

期 間

 
項 目 

2006 年度中間期 

2006 年 4 月 1 日から

2006 年 9 月 30 日まで

前 年 

同期比 

2005 年度中間期 

2005 年 4 月 1 日から 

2005 年 9 月 30 日まで 

2005 年度 

2005 年 4 月 1 日から

2006 年 3月 31日まで

中 間 決 算 概 要 
２００６年度（第１００期）

売 上 高 ４３,８９５ １０３％ ４２,５９２ ８８,９４３

国 内 ２１,８０１ １００％ ２１,７３７ ４６,１１４

 

海 外 ２２,０９４ １０６％ ２０,８５５ ４２,８２９

営 業 利 益  
２,０７４

   （4.7%）
１２１％

１,７１１ 

   （4.0%） 

４,１４３

（4.7%）

税 引 前 利 益 
２,３２５

   （5.3%）
１５１％

１,５４１ 

（3.6%） 

３,７１３

（4.2%）

当 期 純 利 益 
１,１５１

   （2.6%）
１７９％

６４４ 

（1.5%） 

１,５４４

（1.7%）

基 本 的 １ 株 当 た り

当 期 純 利 益 
52 円 38 銭 23 円 56 銭 28 円 82 銭 69 円 48 銭

希薄化後１株当たり

当 期 純 利 益 
52 円 38 銭 23 円 56 銭 28 円 82 銭 69 円 48 銭

(注)1.当社の連結決算は米国会計基準に準拠しております。 

2.連結対象会社数（親会社および連結子会社） 639 社  持分法適用会社数 69 社 

 

２．単 独 業 績                                                                      (単位：億円) 

売 上 高 ２３,４３９ １０８％ ２１,７６１ ４４,７２６

国 内 １２,８９２ １０６％ １２,１９３ ２５,６１４

 

輸 出 １０,５４７ １１０％ ９,５６８ １９,１１２

営 業 利 益 
７０６

（3.0%）
１１８％

５９８ 

（2.7%） 

１,２３２

（2.8%）

経 常 利 益 
７７５

（3.3%）
８４％

９２５ 

（4.3%） 

２,１６４

（4.8%）

当 期 純 利 益 
７２８

（3.1%）
７６％

９５７ 

（4.4%） 

２０４

（0.5%）

１株当たり当期純利益 33 円 11 銭 △9円 70 銭 42 円 81 銭 9 円 08 銭

 

［お問い合わせ先］財務・ＩＲグループ  TEL 06-6908-1121  



松下電器産業【連結】 

    連 結 商 品 部 門 別 売 上 高 

  (単位：億円) 

部    門 
２００６年度中間期 

（構 成 比） 
前 年 

同期比 

２００５年度中間期 

（構 成 比） 
２００５年度 

(構 成 比) 

 映 像 ・ 音 響 機 器  
８,００４ 

(１８％)

％

１０８

７,４４４ 

(１７％) 

１５,７６５ 

    (１７％)

 情 報 ・ 通 信 機 器  
９,６９９ 

     (２２％) 

 

９７

１０,０３０  

  (２４％)  

２１,１１８ 

    (２４％)

 ＡＶＣネットワーク  
１７,７０３  

     (４０％) 

 

１０１

１７,４７４  

   (４１％) 

３６,８８３ 

    (４１％)

 ア プ ラ イ ア ン ス  
６,０３６ 

(１４％)

 

１０４

５,７８４ 

(１４％) 

１１,８３１ 

    (１３％)

 デ バ イ ス  
５,５８４ 

(１３％)

 

１０５

５,３１０ 

  (１２％) 

１０,８６６ 

    (１２％)

 電 工 ・パナホーム  
８,１１８ 

(１９％)

 

１０８

７,５２４ 

  (１８％) 

１５,７０８ 

    (１８％)

 日 本 ビ ク タ ー  
３,２１６ 

( ７％)

 

９６

３,３３７ 

  ( ８％) 

    ６,９９０ 

    ( ８％)

 そ の 他  
３,２３８ 

( ７％)

 

１０２

３,１６３ 

( ７％) 

    ６,６６５ 

    ( ８％)

 合 計  
４３,８９５  

   (１００％) 

 

１０３

 ４２,５９２ 

 (１００％) 

８８,９４３ 

  (１００％)

国 内 売 上 高  
２１,８０１  

     (５０％)  

 

１００ 

２１,７３７ 

      (５１％) 

４６,１１４ 

    (５２％) 
内 

 

訳 海 外 売 上 高  
２２,０９４  

     (５０％)  

 

１０６ 

２０,８５５ 

    (４９％) 

４２,８２９ 

    (４８％) 

（地域別海外売上高内訳） 

 米 州
 

 

６,９６９ 

(１６％) 

％

１０２ 
６,８２３ 

    (１６％) 

１３,８７４ 

    (１６％) 

 欧 州  
５,６６２ 

(１３％) 

 

１１２ 

５,０７０ 

    (１２％) 

１１,１３６ 

    (１２％) 

 ア ジ ア ・ 中 国 他  
９,４６３ 

(２１％) 

 

１０６ 

８,９６２ 

    (２１％) 

１７,８１９ 

    (２０％) 

 合 計  
２２,０９４  

     (５０％)  

 

１０６ 

２０,８５５ 

     (４９％) 

４２,８２９ 

    (４８％) 

（2006 年度中間期 国内・海外売上高内訳） 

 国 内 売 上 高 前年同期比 海 外 売 上 高 前年同期比  

 映 像 ・ 音 響 機 器    ２,１９５ ９７ ％ ５,８０９ １１２ ％  

 情 報 ・ 通 信 機 器    ４,５５４ ９５  ５,１４５ ９９   

 ＡＶＣネットワーク    ６,７４９ ９５  １０,９５４ １０５   

 ア プ ラ イ ア ン ス    ３,３９０ １０１  ２,６４６ １０９   

 デ バ イ ス    １,９３２ ９７  ３,６５２ １１０   

 電 工 ・パナホーム    ６,８４７ １０６  １,２７１ １１８   

 日 本 ビ ク タ ー      ９１０ ９３  ２,３０６ ９８   

 そ の 他    １,９７３ １０５  １,２６５ ９９   

 合 計  ２１,８０１ １００  ２２,０９４ １０６   

 



松下電器産業【連結】 

連 結 損 益 計 算 書 
 

(単位：百万円) 

項    目 

２００６年度中間期 

2006年4月 1 日から 
2006年9月30日まで 

２００５年度中間期 

2005年4月 1 日から 
2005年9月30日まで 

２００５年度 

2005年4月 1 日から 
2006年3月31日まで 

 ％ ％ ％

売 上 高  4,389,494 100.0 4,259,213 100.0 8,894,329 100.0 

売 上 原 価  3,085,049 70.3 2,957,166 69.4 6,155,297 69.2 

販売費及び一般管理費  1,097,054 25.0 1,130,960 26.6 2,324,759 26.1 

営 業 利 益 207,391 4.7 171,087 4.0 414,273 4.7 

営業外損益（△は損失） 25,083 0.6  △ 16,976 △0.4 △ 42,961 △0.5 

 ( 受 取 利 息 )  (   11,860) (  0.3) (   11,143) (  0.3) (   28,216) (  0.3)

 ( 受 取 配 当 金 )  (    4,150) (  0.1) (    4,759) (  0.1) (   6,567) (  0.1)

 ( 支 払 利 息 )  (△ 10,193) (△0.2) (△ 10,233) (△0.2) (△ 21,686) (△0.3)

 (早期退職一時金)  (△ 4,292) (△0.1) (△ 20,774) (△0.5) (△ 37,019) (△0.4)

 ( そ の 他 )  (  23,558) ( 0.5) (△  1,871) (△0.1) (△ 19,039) (△0.2)

税 引 前 利 益 232,474 5.3 154,111 3.6 371,312 4.2 

法 人 税 等  99,673 2.3 85,428 2.0    167,089 1.9 

少 数 株 主 利 益 
（△は損失） 

 17,932 0.4  △ 6,596 △0.2  △    987 △0.0 

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 
（△は損失） 

 254 0.0 △ 10,872 △0.3 △ 50,800 △0.6 

当 期 純 利 益 115,123 2.6 64,407 1.5    154,410 1.7 
 

 

(注)１. 営業外損益の「早期退職一時金」は、国内・海外グループ会社の早期退職に伴う費用です。 

    ２. 減価償却実施額(有形) 133,863 百万円 132,339 百万円 275,213 百万円 

    ３. 設備投資の実施額 206,123 百万円 159,444 百万円 345,819 百万円 

    ４. 研 究 開 発 費 281,824 百万円 278,417 百万円 564,781 百万円 

    ５. 従 業 員 数 331,557  人 332,548  人 334,402  人 

 



松下電器産業【連結】 

 

セ グ メ ン ト 情 報 

１．事業の種類別                                           （単位：億円） 
 

２００６年度中間期 ２００５年度中間期 ２００５年度  

売上高 前年同期比 営業利益 前年同期比 売上高 営業利益 売上高 営業利益
  % %  

ＡＶＣネットワーク 19,087 101 
1,015

(5.3%)
120 18,818

848 

(4.5%) 
39,861

1,909

(4.8%)

アプライアンス 6,371 106 
403

(6.3%)
102 6,037

395 

(6.5%) 
12,412

772

(6.2%)

デ バ イ ス 6,853 101 
506

(7.4%)
150 6,808

337 

(4.9%) 
13,683

811

(5.9%)

電工・パナホーム 8,912 106 
325

(3.6%)
114 8,374

285 

(3.4%) 
17,472

727

(4.2%)

日 本 ビ ク タ ー 3,272 97 
△   10

(△0.3%)
- 3,363

△   40 

(△1.2%) 
7,031

△   58

(△0.8%)

そ の 他 7,511 121 
319

(4.2%)
111 6,188

287 

(4.6%) 
13,153

622

(4.7%)

計 52,006 105 
2,558

(4.9%)
121 49,588

2,112 

(4.3%) 
103,612

4,783

(4.6%)

消 去 又 は 全 社 △ 8,111 - △  484 - △ 6,996 △  401 △14,669 △  640

連 結 決 算 43,895 103 
2,074

(4.7%)
121 42,592

1,711 

(4.0%) 
88,943

4,143

(4.7%)
 

 

(注) １. 事業区分の方法 

 当社の事業を、内部経営管理と同期化させた事業ドメイン会社毎のグローバル連結ベースに区分していま

す。 

２. 区分の主な構成 
 ○ AVCネットワーク: ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ AVC ﾈｯﾄﾜｰｸｽ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ社 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ四国ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱ 

 ○ アプライアンス: ﾎｰﾑｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟ･ﾍﾙｽｹｱ社･照明社･松下ｴｺｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ 

 ○ デ バ イ ス: 半導体社･松下電池工業㈱･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ㈱･ﾓｰﾀ社 

 ○ 電工・パナホーム: 松下電工㈱･ﾊﾟﾅﾎｰﾑ㈱ 

 ○ 日 本 ビ ク タ ー: 日本ﾋﾞｸﾀｰ㈱ 

 ○ そ の 他: ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾌｧｸﾄﾘｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱･松下溶接ｼｽﾃﾑ㈱ 

３. 基礎的試験研究費および親会社の本社管理部門にかかる費用を配賦不能営業費用とし、「消去又は全社」 

の項目に含めて表示しています。 

２．所在地別                                              （単位：億円） 

２００６年度中間期 ２００５年度中間期 ２００５年度  

売上高 前年同期比 営業利益 前年同期比 売上高 営業利益 売上高 営業利益
  %  %  

日 本 33,842 102 
1,899

(5.6%)
118 33,039

1,609 

(4.9%) 
68,903

3,741

(5.4%)

米 州 6,842 102 
140

(2.0%)
155 6,696

90 

(1.3%) 
13,665

168

(1.2%)

欧 州 5,538 113 
  68

(1.2%)
- 4,911

△    4 

(△0.1%) 
10,877

45

(0.4%)

アジア・中国他 14,282 106 
452

(3.2%)
103 13,444

440 

(3.3%) 
27,164

814

(3.0%)

計 60,504 104 
2,559

(4.2%)
120 58,090

2,135 

(3.7%) 
120,609

4,768

(4.0%)

消 去 又 は 全 社 △16,609 - △  485 - △15,498 △  424 △31,666 △  625

連 結 決 算 43,895 103 
2,074

(4.7%)
121 42,592

1,711 

(4.0%) 
88,943

4,143

(4.7%)
 



松下電器産業【連結】 

連 結 貸 借 対 照 表 

  (単位：百万円) 

2006年度中間期末 2005年度中間期末 2005年度末  
 科          目  

（2006年 9月30日現在）（2005年 9月30日現在）（2006年 3月31日現在）  

増      減 

2006年度中間期末

－2005年度末 
          

  流 動 資 産     4,399,962 4,310,787 4,406,553    △  6,591

   現金及び現金同等物    1,407,706 1,455,714 1,667,396    △259,690

   定 期 預 金    171,118 213,543 11,001    160,117

   短 期 投 資    60,859 16,252 56,753    4,106

   売 上 債 権    1,130,404 1,091,402 1,146,815    △ 16,411

   棚 卸 資 産    1,036,870 1,006,422 915,262    121,608

   そ の 他    593,005 527,454 609,326    △ 16,321

  投 資     1,161,423 1,197,666 1,100,035    61,388

  有 形 固 定 資 産     1,645,773 1,635,462 1,632,339    13,434

  そ の 他 資 産     784,867 946,076 825,713    △ 40,846

 資   産   合   計    7,992,025 8,089,991 7,964,640    27,385

          

  流 動 負 債     2,889,050 2,872,108 2,885,068    3,982

   短 期 借 入 金    315,143 359,033 339,845    △ 24,702

   買 入 債 務    960,738 893,500 981,279    △ 20,541

   そ の 他    1,613,169 1,619,575 1,563,944    49,225

  社債及び長期借入金     263,005 429,250 264,070    △  1,065

  そ の 他 固 定 負 債     481,402 680,427 526,290    △ 44,888

  少 数 株 主 持 分     502,301 482,089 501,591    710

  資 本 金     258,740 258,740 258,740    －

  資 本 剰 余 金     1,234,342 1,231,516 1,234,289      53

  利 益 準 備 金     88,342 87,813 87,526    816

  そ の 他 の 剰 余 金     2,668,102 2,507,767 2,575,890    92,212

  
その他の包括利益

（△は損失）累積額
    △  9,096 △131,855 △ 26,119    17,023

  自 己 株 式     △384,163 △327,864 △342,705    △ 41,458

  資 本 合 計              3,856,267 3,626,117 3,787,621    68,646

 負 債 及 び 資 本 合 計    7,992,025 8,089,991 7,964,640    27,385
 

（注）１.その他の包括利益（△は損失）累積額の内訳：                             （単位：百万円） 

 
2006 年度中間期末
(2006年 9月 30日現在)

2005 年度中間期末
(2005年 9月 30日現在)

2005 年度末 
(2006年 3月 31日現在) 

 増 減 
 

2006年度中間期末 

－2005年度末 

為 替 換 算 調 整 額 △132,308 △182,182  △162,331      30,023

有価証券未実現損益 137,838 127,848 145,306    △  7,468

デリバティブ未実現損益 138 8,704 1,326    △  1,188

最小年金負債調整額 △ 14,764 △ 86,225 △ 10,420     △  4,344

２.米国会計基準に従い、連結貸借対照表上、少数株主持分は負債の部と資本の部の中間に 

独立の項目として表示しております。 



松下電器産業【連結】 

連 結 資 本 勘 定 計 算 書 

（単位：百万円） 

 

資本金 
資本 

剰余金 

利益 

準備金 

その他の 

剰余金 

その他の包括 

利益(△は 

損失)累積額 

自己 

株式 

資本 

合計 

2006 年度中間期 

（2006 年 4 月 1日～2006 年 9 月 30 日） 

 

期首残高 258,740 1,234,289 87,526 2,575,890 △26,119 △342,705 3,787,621

自己株式処分差益 53  53

利益準備金繰入額 816 △816  ―

配当金 △22,095  △22,095

中間包括利益（損失）  

当期純利益 115,123  115,123

為替換算調整額 30,023 30,023

有価証券未実現損益 △7,468 △7,468

デリバティブ未実現損益 △1,188 △1,188

最小年金負債調整額 △4,344 △4,344

中間包括利益（損失）計  132,146

自己株式増減-純額  △41,458 △41,458

2006 年度中間期末残高 258,740 1,234,342 88,342 2,668,102 △9,096 △384,163 3,856,267

 
2005 年度中間期 

（2005 年 4 月 1日～2005 年 9 月 30 日） 

 

期首残高 258,740 1,230,701 87,838 2,461,071 △238,377 △255,721 3,544,252

自己株式処分差益 17  17

資本取引等による増加または減少 798 △750 △48  ―

利益準備金繰入額 725 △725  ―

配当金 △16,938  △16,938

中間包括利益（損失）  

当期純利益 64,407  64,407

為替換算調整額 63,460 63,460

有価証券未実現損益 55,240 55,240

デリバティブ未実現損益 2,301 2,301

最小年金負債調整額 △14,479 △14,479

中間包括利益（損失）計  170,929

自己株式増減-純額  △72,143 △72,143

2005 年度中間期末残高 258,740 1,231,516 87,813 2,507,767 △131,855 △327,864 3,626,117

 
2005 年度 

（2005 年 4 月 1日～2006 年 3 月 31 日） 

 

期首残高 258,740 1,230,701 87,838 2,461,071 △238,377 △255,721 3,544,252

自己株式処分差益 62  62

資本取引等による増加または減少 3,526 △750 △48  2,728

利益準備金繰入額 438 △438  ―

配当金 △39,105  △39,105

包括利益（損失）  

当期純利益 154,410  154,410

為替換算調整額 83,311 83,311

有価証券未実現損益 72,698 72,698

デリバティブ未実現損益 △5,077 △5,077

最小年金負債調整額 61,326 61,326

包括利益（損失）計  366,668

自己株式増減-純額  △86,984 △86,984

2005 年度期末残高 258,740 1,234,289 87,526 2,575,890 △26,119 △342,705 3,787,621
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（注記） 
1. 2006 年度中間期、2005 年度中間期および 2005 年度の包括利益は、それぞれ 132,146 百万円、

170,929 百万円および 366,668 百万円となります。包括利益には当期純利益に加えて、為替換算

調整額、有価証券未実現損益、デリバティブ未実現損益および最小年金負債調整額の増減額が含ま

れております。 

 

2. 当社は、住友信託銀行㈱との間で締結した松下リース・クレジット㈱に関する資本・業務提携契約書に

基づき、2005 年 4 月 1 日付で、当社が保有する松下リース・クレジット㈱株式の 2,707 千株を 27,756

百万円で住友信託銀行㈱へ譲渡し、10,313 百万円の売却益を計上しました。その結果、当社の松下リ

ース・クレジット㈱の発行済株式に対する所有割合は 34％となり、松下リース・クレジット㈱（2005

年 5 月 1 日付で住信・松下フィナンシャルサービス㈱に社名変更）は、2005 年 4 月 1 日をもって、当

社の連結子会社から持分法適用関連会社となりました。 
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連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書 

 
                                     (単位：百万円)   

項      目 
２００６年度中間期 

2006 年 4 月 1 日から 

2006 年 9 月 30 日まで 

２００５年度中間期 

2005 年 4 月 1 日から 

2005 年 9 月 30 日まで 

２００５年度 

2005 年 4 月 1 日から

2006 年 3 月 31 日まで

Ⅰ営業活動に関するキャッシュ・フロー     
１.当 期 純 利 益                115,123  64,407   154,410

２.営業活動に関するキャッシュ・フローへの調整      
(１)減 価 償 却 費                152,148  150,524   309,399

(２)有 価 証 券 の 売 却 益               △ 31,119 △ 19,054  △ 47,449

(３)少 数 株 主 利 益               (△ は損失 ) 17,932 △ 6,596  △ 987

(４)売 上 債 権 の 減 少               (△ は増加 ) 30,129 △ 6,265  △ 31,042

(５)棚 卸 資 産 の 増 加               (△ は増加 ) △ 105,153 △ 94,925   36,498

(６)買 入 債 務 の 減 少               (△ は減少 ) △ 19,314 76,916    112,340

(７)退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 △ 59,093 △ 35,187  △ 73,180

(８)そ の 他               96,998 60,392   115,429

計  197,651 190,212   575,418 

Ⅱ投資活動に関するキャッシュ・フロー                      
１.短 期 投 資 の 純 増 減                 26,540 7,341  △ 13,100

２.投資及び貸付金の売却及び回収                   56,817     373,936   849,409

３.投 資 及 び 貸 付 金 の 増 加               △ 167,023 △ 126,019  △ 385,865

４.有 形 固 定 資 産 の 購 入               △ 206,903 △ 196,472  △ 356,751

５.固 定 資 産 の 売 却 100,290 90,381   168,631

６.定 期 預 金 の 増 加               (△ は増加 ) △ 170,117     81,826   141,289

７.子会社株式の売却に伴う収入及び配当金               40,548 62,948   63,083

８.そ の 他               △ 23,219 △ 19,560  △ 59,605

計 △ 343,067 274,381   407,091

Ⅲ財務活動に関するキャッシュ・フロー        
１.短 期 借 入 金 の 純 増 減               △ 10,977 27,321   15,037

２.従 業 員 預 り 金 の 減 少 △ 13,507 △ 3,480  △ 104,835

３.長 期 債 務 の 純 増 減               △ 30,401 △ 117,545  △ 297,590

４.配 当 金               △ 22,095 △ 16,938  △ 39,105

５.少 数 株 主 へ の 配 当 金               △ 9,412 △ 9,638  △ 16,281

６.自 己 株 式 の 純 増 減               △ 41,405 △ 72,126  △ 86,922

７.そ の 他               -     4,725   5,128

計 △ 127,797 △ 187,681  △ 524,568

Ⅳ為替変動による現金及び現金同等物への影響額 13,523 9,046   39,699

Ⅴ現金及び現金同等物の純増減額                     (△ は減少 ) △ 259,690 285,958   497,640

Ⅵ現金及び現金同等物期首残高                   1,667,396     1,169,756   1,169,756

Ⅶ現金及び現金同等物期末残高                   1,407,706     1,455,714   1,667,396

 



 

平成 19 年 3 月期  中間決算短信(連結)［米国会計基準］平成 18 年 10 月 27 日 

上 場 会 社 名 松下電器産業株式会社     上場取引所  東・大・名 
コ ー ド 番 号 6752       本社所在都道府県  大阪府 
(URL http://panasonic.co.jp/) 
代  表  者 役職名 取締役社長   氏 名 大坪 文雄 

問合せ先責任者 役職名 財務･IR ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ 氏 名 河井 英明  TEL(06)6908-1121 
決算取締役会開催日 平成 18 年 10 月 27 日 

米国会計基準採用の有無    有 
 

１． 18 年 9 月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績 
 売 上 高     営業利益 税引前利益 

 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

        百万円   ％
4,389,494 (  3.1 )
4,259,213 (△ 1.4 )

             百万円   ％
207,391 (  21.2 )
171,087 (   9.4 )

         百万円  ％
232,474 (  50.8 )
154,111 (  12.3 )

18 年 3 月期 8,894,329 (   2.1 )      414,273 (  34.3 ) 371,312 (  50.4 )
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

              百万円  ％
115,123 (  78.7 )
64,407 (  14.6 )

            円  銭 
            52  38 
            28  82 

            円  銭 
            52  38 
            28  82 

18 年 3 月期       154,410 ( 164.0 )             69 48             69 48 
(注)①持分法投資損益 18 年 9 月中間期 254 百万円     17 年 9 月中間期△10,872 百万円   18 年 3 月期△50,800 百万円 
    ②期中平均株式数 18 年 9 月中間期 2,197,901,732 株 17 年 9 月中間期 2,234,699,257 株  18 年 3 月期 2,222,376,333 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、税引前利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

百万円 
    7,992,025 
    8,089,991 

百万円
    3,856,267 
    3,626,117 

％ 
    48.3 
     44.8    

円   銭
    1,758  51 
    1,635  76 

18 年 3 月期     7,964,640 3,787,621         47.6     1,714  22 
(注)①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 2,192,915,563 株 17 年 9 月中間期 2,216,778,068 株 18 年 3 月期 2,209,531,991 株 
②株主資本の金額は、米国会計基準に従い表示しています。 

 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による        
キャッシュ･フロー

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高        

 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

百万円 
     197,651 
     190,212 

百万円
  △ 343,067 
     274,381 

百万円 
  △ 127,797 
   △ 187,681 

百万円
   1,407,706 
    1,455,714 

18 年 3 月期 575,418      407,091    △ 524,568    1,667,396 
 

(4)連結範囲および持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  638 社  持分法適用非連結子会社数  0 社  持分法適用関連会社数  69 社 
 

(5)連結範囲および持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)    20 社 (除外)  19 社    持分法 (新規)  4 社  (除外)  2 社 
 
２． 19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売 上 高     税引前利益 当期純利益 

 
通  期 

                 百万円 

     8,950,000 
            百万円 

       400,000 
               百万円 

        190,000 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 86 円 64 銭 

※上記の予想は、「経営成績及び財政状態」に記載された＜将来見通しに関するリスク情報＞を前提にしています。 

http://www.matsushita.co.jp/
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連結財務諸表作成の基本となる事項 
 

1. 連結範囲および持分法の適用に関する事項 

 (1) 連結子会社 638 社 

  松 下 電 工 ㈱  日 本 ビ ク タ ー ㈱  ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱

  パ ナ ホ ー ム ㈱  ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ㈱ ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱

  松下ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾞ ﾏ ﾃ ﾞ ｨ ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｲ㈱  ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾌｧｸﾄﾘｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 松 下 ｴ ｺ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｽ ﾞ ㈱

  松 下 冷 機 ㈱  松 下 電 池 工 業 ㈱ ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ四国ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱

  サ ン ク ス ㈱  松下電工ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ ﾊ ﾟ ﾅ ｿ ﾆ ｯ ｸ  ﾉ ｰ ｽ ｱ ﾒ ﾘ ｶ㈱

  ﾊ ﾟ ﾅ ｿ ﾆ ｯ ｸ  ﾖ ｰ ﾛ ｯ ﾊ ﾟ㈱  ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ AVC ﾈｯﾄﾜｰｸｽ ﾁｪｺ㈲ ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｱｼﾞｱﾊﾟｼﾌｨｯｸ㈱

  ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ AVC ﾈｯﾄﾜｰｸｽ 
ｼ ﾝ ｶ ﾞ ﾎ ﾟ ｰ ﾙ ㈱  ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ  ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

ﾌ ｨ ﾘ ﾋ ﾟ ﾝ ㈱
パ ナ ソ ニ ッ ク 台 湾 ㈱

  ﾊ ﾟ ﾅ ｿ ﾆ ｯ ｸ  ﾁ ｬ ｲ ﾅ ㈲  ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ HA ｴｱｺﾝ広州㈲   他 615 社

 

 (2) 持分法適用会社 69 社 

  宮 田 工 業 ㈱  住信・松下ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽ㈱  東芝松下ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱

  ミネベア・松下モータ㈱  日本ｵｰﾁｽ・ｴﾚﾍﾞｰﾀ㈱  ㈱ I P S ｱ ﾙ ﾌ ｧ ﾃ ｸ ﾉ ﾛ ｼ ﾞ

       他 63 社

        

2. 連結範囲および持分法の適用の異動状況 

 連 結 （新規） ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ HA 杭州㈲  ﾊ ﾟ ﾅ ｿ ﾆ ｯ ｸ  ｸ ﾞ ﾛ ｰ ﾊ ﾞ ﾙ 
ﾄ ﾚ ｼ ﾞ ｬ ﾘ ｰ ｾ ﾝ ﾀ ｰ ㈲  

   ㈱パナホーム北九州   他 17 社

  （除外） ケーブルウエスト㈱  松下ｺﾝｼｭｰﾏｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱   

     MT 映像ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ ｱﾒﾘｶ(ﾆｭｰﾖｰｸ) ㈱  インド松下洗濯機㈱ 他 15 社

 持分法 （新規） アドコアテック㈱  テレビポータルサービス㈱ 他 2 社

  （除外） ㈱パナホーム北九州   他 1 社
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重要な会計方針 
 
1. 連結財務諸表の作成基準 

当社の連結財務諸表は米国で一般に公正妥当と認められた会計原則（米国会計原則審議会

意見書、米国財務会計基準審議会基準書等）に基づいて作成されています。 

 

2. 棚卸資産の評価基準 

製商品および仕掛品は平均法により、原材料は主として最終仕入原価法により取得原価を

算出し、低価法により評価しています。 

 

3. 有価証券の評価基準 

米国財務会計基準審議会基準書第 115 号「負債証券及び持分証券投資の会計」を適用して

います。 

 

4. 有形固定資産の表示および減価償却の方法 

有形固定資産は取得原価によって表示しており、有形固定資産の減価償却は主として定率

法によっています。 

 

5. リース会計 

米国財務会計基準審議会基準書第 13 号「リース会計」を適用しています。 

 

6. 法人税等 

資産・負債法による税効果会計を適用しており、税率変更による繰延税金資産および負債

への影響は、その税率変更に関する法律の制定日を含む連結会計年度の損益として認識して

います。 

 

7. 退職給付債務 

米国財務会計基準審議会基準書第 87 号「事業主の年金会計」を適用しています。 

 

8. デリバティブ取引 

米国財務会計基準審議会基準書第 133 号「金融派生商品（デリバティブ）及びヘッジに関

する会計処理」を適用しています。 
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退職給付 
＜退職給付制度＞ 

当社および大半の国内子会社は、確定給付企業年金制度（ポイント制およびキャッシュバラ

ンス年金制度等）を設けています。また、一部の国内子会社は退職一時金制度を有しており、

一部の海外子会社でも確定給付型の年金制度を設けています。 
 
関連当事者との取引 

該当なし 
 
有価証券 

（単位：百万円） 
2006 年度中間期末 

(2006 年 9 月 30 日) 

2005 年度中間期末 

(2005 年 9 月 30 日) 

2005 年度末 

(2006 年 3 月 31 日) 

 

取得 

原価 

公正 

価値 

未実現

損益 

取得 

原価 

公正 

価値 

未実現

損益 

取得 

原価 

公正 

価値 

未実現

損益 

1 流動資産に 

属するもの 
   

 株  式 - - - - - - - - -

 債  券 50,609 50,610 1 14,221 14,223 2 31,528 31,512 △   16

 そ の 他 10,249 10,249 - 2,029 2,029 - 25,241 25,241 -

 小 計 60,858 60,859 1 16,250 16,252 2 56,769 56,753 △   16 

2 固定資産に 

属するもの 
  

 株  式 250,977 530,297 279,320 223,641 486,099 262,458 230,400 527,705 297,305

 債  券 132,502 132,995 493 103,594 103,551 △   43 123,080 122,380 △  700

 そ の 他 6,730 6,863 133 18,232 18,244 12 18,580 18,654 74

 小 計 390,209 670,155 279,946 345,467 607,894 262,427 372,060 668,739 296,679

 合 計 451,067 731,014 279,947 361,717 624,146 262,429 428,829 725,492 296,663

（注）当社は、米国財務会計基準審議会基準書第 115 号に従い、関係会社に対する投資を除いた市場性のあ

る株式およびすべての債券を売却可能有価証券として分類しています。  
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企  業  集  団  等  の  状  況  
 

１．企業集団等の概況

当社グループが営んでいる主な事業内容と、各関係会社等の当該事業にかかる位置付けおよび事

業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 
当社グループは、当社および連結子会社６３８社を中心に構成され、総合エレクトロニクスメー

カーとして関連する事業分野について国内外のグループ各社との緊密な連携のもとに、生産・販

売・サービス活動を展開しております。その製品の範囲は、電気機械器具のほとんどすべてにわた

っており、「ＡＶＣネットワーク」「アプライアンス」「デバイス」「電工・パナホーム」「日本ビ

クター」「その他」の６事業区分から構成されております。 

※事業区分ごとの主な構成は「セグメント情報」の（注）を参照。 

２．事業の系統図
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〔製造会社〕

〔製造会社〕

〔製造会社〕

〔製造会社〕
＜海外販売会社＞ 
ｼﾞｪｲﾌﾞｲｼｰ･ 

(ﾕｰ･ｹｲ)ﾘﾐﾃｨｯﾄﾞ 他 

＜海外販売会社＞ 
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ  ｲｷﾞﾘｽ㈱ 他 

〔製造会社〕

 

日
本
ビ
ク
タ

松 

下 

電 

器 

産 

業 

㈱ 

ア
プ
ラ
イ
ア
ン
ス 

そ
の
他 

デ
バ
イ
ス 

Ａ
Ｖ
Ｃ ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク 

 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱
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松 下 冷 機 ㈱

松下エコシステムズ㈱他 

ﾊ ﾟ ﾅ ｿ ﾆ ｯ ｸ H A ｴ ｱ ｺ ﾝ広 州 ㈲ 
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ冷機ﾃﾞﾊﾞｲｽ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ㈱他 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ㈱ 
松 下 電 池 工 業 ㈱ 他 

 
 

＜国内販売会社＞ 
ﾊ ﾟ ﾅ ｿ ﾆ ｯ ｸ  ｺ ﾝ ｼ ｭ ｰ ﾏ ｰ 
ﾏ ｰ ｹ ﾃ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ㈱  他 

ナショナル建材工業㈱   他 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ溶接ｼｽﾃﾑ唐山㈲他

〔製造会社〕
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内
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＜国内販売会社＞ 
松下制御機器㈱ 
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＜海外販売会社＞ 
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ電工中国㈲ 他 
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〉
〈
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ﾕｰ･ｹｲ･ﾘﾐﾃｨｯﾄﾞ      他 
ﾊ ﾟ ﾅ ｿ ﾆ ｯ ｸ  ﾉ ｰ ｽ ｱ ﾒ ﾘ ｶ ㈱ 
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ AVC ﾈｯﾄﾜｰｸｽ ﾁｪｺ㈲他
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾌｧｸﾄﾘｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱
松 下 溶 接 シ ス テ ム ㈱ 他
 ﾊ゚ ﾅｿﾆｯｸ ﾌｧｸﾄﾘー ｿﾘｭー ｼｮﾝｽ゙  ｼﾝｶ゙ ﾎ゚ ﾙー㈱ 
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ ｱﾒﾘｶ㈱

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ ﾏﾚｰｼｱ㈱他
ー ー
㈱ 
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３．主要な子会社 

 当社グループの連結子会社の中で、国内の証券市場に公開している会社は次のとおりであります。 

 （会社名）                （株式公開市場） 

 松下電工㈱                東京・大阪・名古屋 

 日本ビクター㈱              東京・大阪 

 パナホーム㈱               東京・大阪 

 サンクス㈱                東京・名古屋 

 松下電工インフォメーションシステムズ㈱  東京 
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損  益  計  算  書 

 

（単位：百万円） 

項    目 

２００６年度中間期 

2006年4月 1 日から 
2006年9月30日まで 

２００５年度中間期 

2005年4月 1 日から 
2005年9月30日まで 

２００５年度 

2005年4月 1 日から 
2006年3月31日まで 

  ％  ％  ％ 
売 上 高 2,343,890 100.0 2,176,102 100.0 4,472,579 100.0

売 上 原 価 1,886,029 80.5 1,750,430 80.5 3,603,401 80.6

売 上 総 利 益 457,861 19.5 425,672 19.5 869,178 19.4

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 387,296 16.5 365,863 16.8 745,960 16.6

営 業 利 益 70,565 3.0 59,809 2.7 123,218 2.8

営 業 外 収 益 56,526 2.4 86,602 4.0 156,227 3.4

（ 受 取 利 息 ） (  2,262) (    490)  (  1,226)

（ 受 取 配 当 金 ） ( 42,652) ( 72,790)  ( 127,066)

（ そ の 他 の 収 益 ） ( 11,612) ( 13,322)  ( 27,935)

営 業 外 費 用 49,557 2.1 53,871 2.4 63,020 1.4

（ 支 払 利 息 ） (  2,414) (  3,090)  (  6,029)

（ そ の 他 の 費 用 ） ( 47,143) ( 50,781)  ( 56,991)

経 常 利 益 77,534 3.3 92,540 4.3 216,425 4.8

特 別 利 益  47,476  40,160  106,944 

（ 投資有価証券売却益） (  1,297) (  9,593)  ( 67,114)

（ 子 会 社 株 式 売 却 益 ） (     －) ( 20,959)  ( 21,047)

（ 関係会社株式売却益） ( 29,230) (     －)  (     －)

（ 固 定 資 産 売 却 益 ） (  16,949) (  5,429)  ( 14,604)

（ 営 業 譲 渡 益 ） (     －) (  4,179)  (  4,179)

特 別 損 失 5,956 27,533  326,036 

（事業構造改革特別損失）   (     －)   (  27,104)  ( 113,194)

（ 投資有価証券評価損） (   2,159) (     429)  (  1,041)

（ 子 会 社 株 式 評 価 損 ） (     －) (     －)  ( 184,532)

（ 関係会社株式売却損） (  1,299) (     －)  (     －)

（ 特 別 市 場 対 策 費 ） (     －) (     －)  ( 24,905)

（ 減 損 損 失 ） (     －) (     －)  (  2,364)

（ そ の 他 ） (  2,498) (     －)  (     －)

税引前中間(当期)純利益(△は損失) 119,054 5.1 105,167 4.8 △ 2,667 △ 0.1

法人税、住民税及び事業税 10,378 16,765  9,283 

法 人 税 等 調 整 額 35,901 △ 7,297  △ 32,395 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 72,775 3.1 95,699 4.4 20,445 0.5

前 期 繰 越 利 益 －  43,787  43,786  

中 間 配 当 額 －  －  22,168  

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 －  139,486  42,063  

(注)1.2006年度中間期の特別損失のその他は、役員退職慰労金制度の廃止によるものであります。 

2.減価償却実施額(有形) 28,356 百万円 30,955 百万円 64,879 百万円

3.支 払 リ ー ス 料 4,864 百万円 5,718 百万円 11,119 百万円

4.研 究 開 発 費 121,203 百万円 111,087 百万円 227,372 百万円

5.従 業 員 数 45,548 人 46,830 人 45,658 人 
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            貸  借  対  照  表 

（単位：百万円） 

 資 産 の 部   負債及び純資産(資本)の部  

科 目 
2006年度中間期末 

(2006.9.30現在) 
2005年度中間期末 

(2005.9.30現在) 
2005 年度末 

(2006.3.31現在)
科 目 

2006年度中間期末 

(2006.9.30現在) 
2005年度中間期末

(2005.9.30現在)

2005 年度末 

(2006.3.31現在)

流 動 資 産  2,017,050 1,831,596 2,136,405 流 動 負 債 1,896,657 1,797,864 1,891,446

現 金 預 金  571,822 728,177 865,431 支 払 手 形 1,621 4,437 2,213

受 取 手 形  7,505 7,324 5,777 買 掛 金 509,401 467,188 476,364

売 掛 金  561,021 519,098 553,585 社債(1 年以内に償還) 100,000 ―  100,000

有 価 証 券  49,950 15,025 82,001 未 払 金 18,703 13,358 21,173

未 収 入 金  96,927 84,115 109,368 未 払 費 用 401,599 332,395 390,126

預 け 金  171,746 36,851 3,655 賞 与 引 当 金 53,626 50,425 57,104

短 期 貸 付 金  155,160 80,867 112,253 未 払 法 人 税 等 3,666 3,169   1,528

繰 延 税 金 資 産  156,611 145,837 195,700 諸 預 り 金 等 763,862 880,221 796,625

貸 倒 引 当 金  △  1,299 △  1,072 △  1,259 諸 引 当 金 44,179 46,671 46,313

製 商 品 ・ 半 製 品  113,530 110,513 89,394 固 定 負 債 350,994 534,095 361,402

原材料・仕掛品・貯蔵品  77,720 76,773 74,981 社 債 100,000 200,000 100,000

そ の 他 流 動 資 産  56,357 28,088 45,519 退 職 給 付 引 当 金 54,238 94,195 77,259

固 定 資 産  2,996,561 3,335,999 2,854,856 長 期 預 り 金 196,756 239,900 184,143

有 形 固 定 資 産  (   358,107) (   368,739) (   356,616)負 債 合 計 2,247,651 2,331,959 2,252,848

建 物 ・ 構 築 物  136,245 158,422 151,918 資 本 金 ―  258,740 258,740
機 械 装 置  94,639 103,688 96,461 資 本 剰 余 金 ―  569,882 569,927

車 両 ・ 工 具 器 具  15,222 15,293 14,747 資 本 準 備 金 (     ― ) (   568,212 ) (   568,212 )

土 地  92,075 85,291 84,273 その他資本剰余金 (     ― ) (     1,670 ) (     1,715 )

建 設 仮 勘 定  19,926 6,045 9,217 自己株式処分差益 ―  1,670 1,715

無 形 固 定 資 産  (    35,698) (    28,267) (    30,609)利 益 剰 余 金 ―  2,200,292 2,102,869

投資その他の資産  ( 2,602,756) ( 2,938,993) ( 2,467,631)利 益 準 備 金 ―  52,749 52,749

投 資 有 価 証 券  617,946 644,581 696,843 圧 縮 記 帳 積 立 金 ―  8,377 8,377

子会社株式・出資金  ―  2,308,936 1,600,970 配 当 準 備 積 立 金 ―  81,000 81,000

関係会社株式・出資金  1,739,960 ―  ―  別 途 積 立 金 ―  1,918,680 1,918,680

投 資 損 失 引 当 金  △ 102,958 △ 149,374 △ 108,134 中間(当期)未処分利益 ―  139,486  42,063

繰 延 税 金 資 産  79,008 123,408 88,432 その他有価証券評価差額金 ―  135,479 150,475

そ の 他 投 資 等  268,800 11,442 189,520 自 己 株 式 ―  △ 328,757 △ 343,598

    資 本 合 計 ―  2,835,636 2,738,413

    負債及び資本合計 ―  5,167,595 4,991,261

    株 主 資 本   2,596,955 ―  ―  
     資 本 金 258,740 ―  ―  
     資 本 剰 余 金 569,980 ―  ―  
      資 本 準 備 金 568,212 ―  ―  
      その他資本剰余金 1,768 ―  ―  
     利 益 剰 余 金 2,153,291 ―  ―  
      利 益 準 備 金 (    52,749 ) (     ― ) (     ― )

      その他利益剰余金 ( 2,100,542 ) (     ― ) (     ― )

      圧縮記帳積立金 13,304 ―  ―  
      配当準備積立金 81,000 ―  ―  
      別 途 積 立 金 1,918,680 ―  ―  
      繰越利益剰余金 87,558 ―  ―  
     自 己 株 式 △ 385,056 ―  ―  
    評価・換算差額等     169,005 ―  ―  
      その他有価証券評価差額金 144,233 ―  ―  
      繰延ヘッジ損益 24,772 ―  ―  
    純 資 産 合 計 2,765,960 ―  ―  

資 産 合 計 5,013,611 5,167,595 4,991,261 負債及び純資産合計   5,013,611 ―  ―  
(注) 1.有形固定資産の減価償却累計額 （当中間期）     1,186,025百万円  

 2.設備投資の実施額 （当中間期）         47,872百万円  
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 

                                                       （単位：百万円） 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金
資本準備金 

その他

資本剰余金

資本剰余金

合計 
利益準備金 圧縮記帳

積立金

配当準備 

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金

利益剰余金

合計 

2006 年 3 月 31 日残高 258,740 568,212 1,715 569,927 52,749 8,377 81,000 1,918,680 42,063 2,102,869

中間会計期間中の変動額 

圧縮記帳積立金の積立(注)1 

   

4,927

  

△  4,927 ―

役員賞与(注)1     △    258 △    258

剰余金の配当(注)1     △ 22,095 △ 22,095

中間純利益     72,775 72,775

自己株式の取得     

自己株式の処分   53 53   

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額(純額) 
    

中間会計期間中の変動額合計 ― ― 53 53 ― 4,927 ― ― 45,495 50,422

2006 年 9 月 30 日残高 258,740 568,212 1,768 569,980 52,749 13,304 81,000 1,918,680 87,558 2,153,291

 

株主資本 評価・換算差額等  

自己株式 
株主資本 

合計 

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益 

評価・換算

差額等合計

純資産

合計 

2006 年 3 月 31 日残高 △343,598 2,587,938 150,475 ― 150,475 2,738,413

中間会計期間中の変動額 

圧縮記帳積立金の積立(注)1 

  

― ―

役員賞与(注)1  △    258 △    258

剰余金の配当(注)1  △ 22,095 △ 22,095

中間純利益  72,775 72,775

自己株式の取得 △ 41,562 △ 41,562 △ 41,562

自己株式の処分 104 157 157

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額(純額) 
  △  6,242 24,772 18,530 18,530

中間会計期間中の変動額合計 △ 41,458 9,017 △  6,242 24,772 18,530 27,547

2006 年 9 月 30 日残高 △385,056 2,596,955 144,233 24,772 169,005 2,765,960

 

(注)1.2006 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  2.発行済株式の種類及び総数に関する事項                               （単位：千株） 

 前事業年度末株式数 当中間会計期間増加株式数 当中間会計期間減少株式数 当中間会計期間末株式数 
普通株式 2,453,053 ― ― 2,453,053

  3.自己株式の種類及び株式数に関する事項                               （単位：千株） 

 前事業年度末株式数 当中間会計期間増加株式数 当中間会計期間減少株式数 当中間会計期間末株式数 
普通株式 243,522 16,688 72 260,138

（変動事由の概要）株式数の増加 16,688 千株は、取締役会決議による取得による増加 16,065 千株、単元未満株式の買取りに

よる増加 623 千株であり、株式数の減少 72 千株は、単元未満株式の買増しによる減少 47 千株、ストック

オプションの権利行使による減少 25 千株であります。 

  4.配当に関する事項 

（決議） 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2006 年 6 月 28 日 定時株主総会 22,095 百万円 10 円 2006 年 3 月 31 日 2006 年 6 月 29 日

2006 年 10 月 27 日 取締役会 32,894 百万円 15 円 2006 年 9 月 30 日 2006 年 11 月 30 日
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（中間財務諸表作成の基本となる事項） 
 
１．棚卸資産の評価の方法           
    製品・半製品・仕掛品 … 総平均法による低価法 
    商品・原材料・貯蔵品 … 最終仕入原価法による低価法 
 
２．有価証券の評価の方法 
    子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法 
  その他有価証券 
    時価のあるもの     … 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                  （評価差額は全部純資産直入法により処理し、 
                   売却原価は移動平均法により算定） 
    時価のないもの     … 移動平均法による原価法 
 
３．デリバティブの評価の方法  … 時価法 
 
４．減価償却の方法 
  有形固定資産の減価償却方法 … 定率法 
  無形固定資産の減価償却方法 … 定額法 
 
５．投資損失引当金の計上の方法 
  国内・海外投資等に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案して、会社所定の基準によ

り損失見込額を計上しております。 
 
６．退職給付引当金の計上の方法 
  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

当中間会計期間において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時の
差異(42,077 百万円、会計基準変更時点の代行部分を除く差異の金額は 17,115 百万円)については、
15 年による均等額を費用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による均等額を翌期から費用処理して
おります。 

 
７．リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
８．ヘッジ会計の方法 
  ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっております。 
 
９．消費税等の会計処理方法は、税抜方式によっております。 
 
10．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平
成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第８号）を適用して
おります。従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 2,741,188 百万円であります。 
なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正
に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

 
（有価証券関係） 

    
       子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
       貸借対照表計上額   時    価     差    額     
        382,812 百万円     608,453 百万円     225,641 百万円 



 
平成 19 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要       平成 18 年 10 月 27 日 
 
上 場 会 社 名        松下電器産業株式会社                      上場取引所 東・大・名 
コ ー ド 番 号         6752                                         本社所在都道府県 大阪府 
(URL http://panasonic.co.jp/) 
代  表  者 役職名 取締役社長          氏 名 大坪 文雄 
問合せ先責任者 役職名 財務･IR ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ 氏 名 河井 英明 TEL(06)6908-1121 
決算取締役会開催日 平成 18 年 10 月 27 日                   配当支払開始日 平成 18 年 11 月 30 日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000 株） 

 

１． 18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 

(1) 経営成績                         (金額表示：百万円単位四捨五入) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

百万円   ％
   2,343,890   (  7.7)
   2,176,102   (  5.1)

百万円   ％
      70,565   (  18.0)
      59,809   (   0.1)

百万円   ％
    77,534   (△16.2)
    92,540   ( 35.8)

18 年 3 月期   4,472,579   (  7.9)      123,218   ( 39.4)      216,425   (  86.1)
 
 中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益

 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

百万円   ％
     72,775   (△24.0)
      95,699   ( 89.6)

      円  銭 
         33   11       
          42   81 

18 年 3 月期       20,445   (△72.2)            9   08 
(注)①期中平均株式数 18 年 9 月中間期 2,197,901,732 株 17 年 9 月中間期 2,235,546,846 株 18 年 3 月期 2,222,800,127 株 
   ②会計処理の方法の変更   無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

百万円
     5,013,611 
     5,167,595 

百万円
     2,765,960 
     2,835,636 

％ 
       55.2    
       54.9    

円   銭
     1,261    32
     1,279    17

18 年 3 月期      4,991,261      2,738,413        54.9      1,239    25
(注) ①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 2,192,915,563 株 17 年 9 月中間期 2,216,778,068株 18 年 3 月期 2,209,531,991株

 ②期末自己株式数 18 年 9 月中間期 260,137,934 株 17 年 9 月中間期 236,275,429 株 18 年 3 月期   243,521,506株

 

２．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 

 
通 期 

百万円

4,380,000 
百万円

140,000 
百万円 

 85,000 
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 38 円 76 銭 

 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

18 年 3 月期 10.00 10.00 20.00 

19年 3月期(実績) 15.00 ―

19年 3月期(予想) ― 15.00
30.00 

 

※上記の業績予想は、「経営成績及び財政状態」に記載された＜将来見通しに関するリスク情報＞を前提にしています。 
 



 

経  営  方  針 
 

(1)会社経営の基本方針 

  当社は、創業以来、「人々の暮らしの向上と世界文化の進展に寄与する」という企業とし

ての社会的使命をすべての活動の指針として、事業を進めてまいりました。当社は、社会

の公器として、すべてのステークホルダーとの関係を重視した経営を行っております。 

 

(2)会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、創業以来一貫して、株主に対する利益還元を最も重要な政策のひとつと考えて

経営にあたってまいりました。配当については、２００４年度より中期成長戦略の実行と

併せ、業績に応じたより積極的な株主還元を実施しています。 

具体的には、連結キャッシュフローをベースに、「配当」と「自己株式取得」による総合

的な株主還元を実施しています。 

① 配当：株主からの投下資本に対するリターンとの見地から、連結業績に応じた利益配

分を基本とします。中期成長戦略の実現や投資水準、財務状況を総合的に勘案した安

定的かつ継続的な株主還元の増加をめざします。 

② 自己株式取得：余剰キャッシュフローを用いた自己株式取得により、発行済株式総数

を実質的に削減し、１株当たり株主価値の向上を通じた株主還元を行います。 

上記の株主還元方針に基づき、２００６年度の中間配当金につきましては、２００５年

度中間配当金の１株当たり１０円から１５円に増配し、期末配当金につきましても

２００５年度期末配当金の１株当たり１０円から１５円に増配する予定です。この結果、

年間配当金は１株当たり３０円となる見込みです。 

自己株式取得につきましては、取得する株式（普通株式）５,０００万株、株式取得価額

の総額１,０００億円をそれぞれ上限とし、２００７年３月下旬までの期間に実施してまい

ります。 

 

(3)投資単位の引下げに関する考え方および方針等 

  当社は、これまで投資単位の引下げについて継続して検討しておりますが、当社にとっ

てこれは現時点では時期尚早と考えております。当社は、個人金融資産の資本市場への参

加増大は非常に重要であると認識しており、ホームページや営業報告書の内容の充実を図

り、株主総会の運営方法に工夫を凝らすなど、株式の発行体という立場から、個人株主を

意識した施策を適宜検討・実施してまいりました。投資単位の引下げは、個人株主の裾野

を広げる意味で有効な施策のひとつであると理解しており、今後とも、その実効性や効果

について鋭意検討してまいります。 

 
(4)会社の経営戦略と対処すべき課題 

 当社は、最先端の技術で「ユビキタスネットワーク社会の実現」と「地球環境との共存」

に貢献するという事業ビジョンを掲げ、２０１０年にグローバルエクセレンスへと飛躍す

ることをめざしています。２００６年度は、電機業界全体の競争激化や世界的なデジタル

商品の価格下落に加え、原材料価格の高騰など厳しい経営環境が続いていますが、３ヵ年



 

 
 

経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）２００６年９月中間期（２００６年度）の概況 

 

(a) 経営成績 
[連結業績] 

当中間期の経営環境は、米国経済において、住宅市況の悪化など景気に減速の兆しが

見られましたが、中国経済の高成長と欧州経済の回復基調が続くなど、世界経済は総じて

堅調に推移しました。また、日本経済も輸出や設備投資が好調に推移し、緩やかな景気拡

大が続きました。一方エレクトロニクス業界では、第２四半期に入り、一部でワールドカ

ップ商戦の反動が見られましたが、市況は概ね堅調に推移しました。しかし、原材料価格

の高騰が続いていることに加え、グローバル競争の激化によりデジタルＡＶ商品を中心に

価格下落が止まらず、厳しい収益環境が続きました。 

このような経営環境のもと、当社は、今後の成長軌道を確保するべく、成長戦略の推

進と経営体質の強化に取り組んでおります。具体的には、成長戦略の核として、経営に大

きく貢献する「Ｖ商品」を強化し、占有率の向上を図りました。また、経営体質を強化す

るべく、材料コストの合理化に加え、経営のあらゆる面で経費削減の取り組みを推進しま

した。 

このような取り組みを進めるなか、当中間期の連結業績は、国内外において「Ｖ商品」

を中心に、デジタルＡＶ商品などが順調に売上を伸ばしたことにより、連結売上高は４兆

３,８９５億円（前年同期比３％増）となりました。国内売上高は、前年同期並みの２兆

１,８０１億円でしたが、海外売上高は、欧州で薄型テレビを中心に大幅増収となるなど

総じて順調に推移した結果、前年同期比６％増の２兆２,０９４億円となりました。 

商品別に見ますと、ＡＶＣネットワーク分野の売上高は、１兆７,７０３億円（前年同

期比１％増）となりました。このうち、映像・音響機器部門は、薄型テレビやデジタルカ

メラなどのデジタルＡＶ商品が大きく売上を伸ばしたことにより、前年同期比８％増とな

りました。情報・通信機器部門は、パソコンやカーエレクトロニクス機器などの売上は好

調でしたが、携帯電話が国内外で大幅減収となったことなどにより、前年同期比３％減と

なりました。 

アプライアンス分野の売上高は、エアコンやコンプレッサーなどが好調に推移し、全体

で６,０３６億円（前年同期比４％増）となりました。 

デバイス分野の売上高は、一般電子部品、電池、モーターなどの売上が好調で、５,５８４

億円（前年同期比５％増）となりました。 

電工・パナホームの売上高は、８,１１８億円（前年同期比８％増）となりました。松

下電工は、電材、電子材料などの売上が好調で増収となり、パナホームも、戸建住宅を中

心に売上を伸ばしました。 

日本ビクターの売上高は、ＡＶ機器などが不振で、３,２１６億円（前年同期比４％減）

となりました。 

その他分野では、ＦＡ機器の売上が好調に推移したことにより、分野全体の売上高は

３,２３８億円（前年同期比２％増）となりました。 

 

 



 

 
 

利益につきましては、原材料価格の高騰やグローバルな価格競争激化の影響を受けまし

たが、経営全般にわたるコスト合理化の推進や「Ｖ商品」を中心とした売上増などにより、

営業利益は２,０７４億円（前年同期比２１％増）となりました。 

また、営業外損益において、早期退職一時金が前年同期に比べ減少したことや株式売却

益や固定資産売却益の計上などにより、税引前利益は２,３２５億円（前年同期比５１％

増）、当期純利益は１,１５１億円（前年同期比７９％増）となりました。 

 

[単独業績] 

当年度の単独業績につきましては、ＡＶＣネットワーク分野やアプライアンス分野など

が好調に推移したことにより、売上高は２兆３,４３９億円（前年同期比８％増）となり

ました。 

利益につきましては、価格低下の影響を受けましたが、売上増に加え経営全般にわたる

コスト合理化を積極的に推進したことにより、営業利益は７０６億円（前年同期比１８％

増）となりました。一方、営業外収益として計上している関係会社からの受取配当金が減

少したこともあり、経常利益は７７５億円（前年同期比１６％減）となりました。また、

特別利益として、関係会社株式や固定資産の売却益などを計上した結果、当期純利益は

７２８億円（前年同期比２４％減）となりました。 

 

(b) 財政状態（連結） 
当中間期の営業活動により増加したキャッシュ・フローは１,９７７億円となりました。

これは主に、当期純利益の増加と減価償却費が、年末商戦対策の季節要因等による棚卸

資産の増加をカバーしたことなどによるものです。投資活動に使用したキャッシュ・フ

ローは３,４３１億円となりました。これは、ＰＤＰや半導体などの重点分野を中心とし

た有形固定資産の支出２,０６９億円や定期預金への振替１,７０１億円などによるもの

です。また、財務活動に使用したキャッシュ・フローは１,２７８億円となりました。こ

れは主として、長期借入金の返済、配当金の支払いおよび自己株式の取得によるもので

す。これらの結果、当中間期末の現金及び現金同等物の残高は、１兆４,０７７億円（前

年度末比２,５９７億円減）となりました。 

また、総資産は当中間期末で７兆９,９２０億円となり、前年度末に比べ２７４億円増

加しました。これは主として、年末商戦対策の季節要因等による棚卸資産の増加による

ものです。株主資本は当中間期末で３兆８,５６３億円となり、前年度末に比べ６８６億

円増加しました。これは、自己株式の取得による減少はありましたが、その他の剰余金

が増加したことなどによるものです。 

 



 

 
 

（２）２００６年度通期の見通し 

 

  ２００６年度下半期の当社を取り巻く環境は、原材料価格の高騰に加え、グローバルな

価格低下もあり、先行き不透明な状況が続くものと予想されます。 

現時点における通期業績見通しは、当初公表どおりで変更いたしません。 

 

＜ご参考：当初公表見通し（2006年 4月 28日公表）＞ 

１． 連結業績見通し（年間） 

売    上    高  ８兆９,５００億円（前年比  １０１％） 

営  業  利  益    ４,５００億円（前年比 １０９％） 

税 引 前 利 益     ４,０００億円（前年比 １０８％） 

当 期 純 利 益    １,９００億円（前年比 １２３％） 

 

（注） 営業外損益（５００億円の損失）の見通しには、事業構造改革費用３５０億円等を含んでおります。 

 

２． 単独業績見通し（年間） 

          売    上    高  ４兆３,８００億円（前年比  ９８％） 

          経  常  利  益      １,４００億円（前年比  ６５％） 

        当 期 純 利 益       ８５０億円（前年比 ４１６％） 

 

 

＜将来見通しに関するリスク情報＞ 

 

※ 業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提

に基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 

その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものではありません。 

かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書にも記載されてい

ますのでご参照ください。 

・ 主要市場（日本、欧米、中国およびアジア等）の経済状況および製品需給の急激な変動 

・ 産業界・消費者の需要動向 

・ ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の大幅な変動 

・ 急激な技術変化等による社会インフラの変動 

・ 松下グループが他企業と提携・協調する事業の動向 

・ 多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持する松下グループの能力 

・ 製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性 

・ 第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約 

・ 諸外国による貿易・通商規制、労働・生産体制関連への規制等（直接・間接を問わない） 

・ 保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および

繰延税金資産の評価の変動、その他会計上の方針の変更 

・ 地震等自然災害の発生、その他の事業活動に混乱を与える可能性のある要素 

 以  上 



2006年10月27日

松下電器産業株式会社

１．部門別売上高

（単位：億円）

前年比
現地通貨
ベース
前年比

前年比 前年比
現地通貨
ベース
前年比

102% 98% 91% 106% 100%

97% 94% 96% 97% 92%

99% 96% 94% 102% 96%

107% 105% 101% 118% 111%

103% 100% 94% 108% 103%

108% 107% 107% 115% 108%

93% 88% 96% 91% 85%

100% 99% 110% 87% 84%

102% 99% 101% 103% 97%

（単位：億円）

前年比
現地通貨
ベース
前年比

前年比 前年比
現地通貨
ベース
前年比

108% 103% 97% 112% 106%

97% 94% 95% 99% 93%

101% 98% 95% 105% 99%

104% 101% 101% 109% 102%

105% 101% 97% 110% 104%

108% 107% 106% 118% 110%

96% 91% 93% 98% 91%

102% 101% 105% 99% 95%

103% 100% 100% 106% 100%

（単位：億円）

前年比
現地通貨
ベース
前年比

前年比
現地通貨
ベース
前年比

100% 95% 102% 96%              

109% 100% 112% 104%

95% 90% 99% 94%

113% 108% 116% 109%

103% 97% 106% 100%

合 計 22,526   11,182   11,344   

そ の 他 1,661   1,020   641   

日 本 ビ ク タ ー 1,714   490   1,224   

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム 4,444   3,815   629   

デ バ イ ス 2,883   952   1,931   

ア プ ラ イ ア ン ス 2,899   1,642   1,257   

AVC ネ ッ ト ワ ー ク 8,925   3,263   5,662   

情 報 ・ 通 信 機 器 4,857   2,231   2,626   

映 像 ・ 音 響 機 器 4,068   1,032   3,036   

合     計 国     内 海     外
（2006年度　第2四半期）

3,238   1,973   1,265   

合 計 43,895   21,801   22,094   

そ の 他

5,584   1,932   3,652   

日 本 ビ ク タ ー 3,216   910   2,306   

デ バ イ ス

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム 8,118   

17,703   6,749   10,954   

ア プ ラ イ ア ン ス 6,036   3,390   2,646   

AVC ネ ッ ト ワ ー ク

8,004   2,195   5,809   

情 報 ・ 通 信 機 器 9,699   4,554   5,145   

映 像 ・ 音 響 機 器

合     計 国     内 海     外
（2006年度　上期）

5,446   

4,017   

22,094   

2006年度　第2四半期

3,597   

2,879   

2,748   

2,120   

11,344   

2006年度　上期

合 計

（海外地域別）

米 州

欧 州

中 国

ア ジ ア

6,847   1,271   

6,969   

5,662   

２００６年度中間期　連結決算補足資料
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２．セグメント情報
（単位：億円）

売 上 高 前年比 営業利益 利益率 前年比 売 上 高 前年比 営業利益 利益率 前年比

AVC ネ ッ ト ワ ー ク 9,637  100% 665  6.9% 118% 19,087  101% 1,015  5.3% 120%

ア プ ラ イ ア ン ス 3,110  111% 199  6.4% 95% 6,371  106% 403  6.3% 102%

デ バ イ ス 3,499  101% 368  10.5% 132% 6,853  101% 506  7.4% 150%

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム 4,825  107% 261  5.4% 108% 8,912  106% 325  3.6% 114%

日 本 ビ ク タ ー 1,727  93% 19  1.1% - 3,272  97% - 10  - 0.3% -

そ の 他 3,917  119% 182  4.6% 93% 7,511  121% 319  4.2% 111%

計 26,715  104% 1,694  6.3% 115% 52,006  105% 2,558  4.9% 121%

消去又は全社 - 4,189  - - 271  - - - 8,111  - - 484  - -

連 結 決 算 22,526  102% 1,423  6.3% 114% 43,895  103% 2,074  4.7% 121%

(注)当社連結決算は米国会計基準に基づいており、電工・パナホーム、日本ビクターについても同基準で算出しております。

３．設備投資額・減価償却費・研究開発費
設備投資額＜実績＞※※ （単位：億円）

AVC ネ ッ ト ワ ー ク

ア プ ラ イ ア ン ス

デ バ イ ス ※

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム

日 本 ビ ク タ ー

そ の 他

計

※（　内、半導体　） （300）   （-150）

※※発生ベースでの設備投資額

減価償却費（有形固定資産）＜実績＞ （単位：億円）

研究開発費＜実績＞ （単位：億円）

４．為替
＜輸出予約レート＞

上期

米 ド ル

ユ ー ロ

＜連結換算レート＞

上期

米 ド ル

ユ ー ロ

＜外貨建取引額＞※

上期

米 ド ル

ユ ー ロ

※輸出入をネットしたベース

108円

+ 34   2,818   

第2四半期

2006年度

年間

135円 135円

年間

106円 109円

135円

第2四半期

605   

62   

2006年度　上期

796   
206   

188   

+ 404   
+ 36   
- 51   
- 4   

2006年度　上期

2006年度　第2四半期 2006年度　上期

前年差

204   
2,061   

2006年度

上期

141円

113円

2005年度

第2四半期第2四半期

前年差

2006年度　上期

1,339   
前年差

- 23   
+ 105   
+ 467   

+ 15   

113円

140円

2005年度

148円

116円

136円 136円 138円

111円 109円

146円

上期

115円

114円

2005年度 2006年度

第2四半期 年間 第2四半期 上期

17億ドル

    3億ユーロ      6億ユーロ    13億ユーロ     4億ユーロ      8億ユーロ

8億ドル 17億ドル 37億ドル 9億ドル
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５．従業員数
（単位：人）

６．その他
（単位：株）

（ａ）

（ｂ）

2006年9月末発行済株式数 (自己株式を除く） （ａ－ｂ）

1,635円 76銭 - 1,714円 22銭 1,758円 51銭 -

将来見通しに関するリスク情報

※ 業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に

基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。

その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものではありません。

かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書にも記載されて

いますのでご参照下さい。

・主要市場（日本、欧米、中国およびアジア等）の経済状況および製品需給の急激な変動

・産業界・消費者の需要動向

・ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の大幅な変動

・急激な技術変化等による社会インフラの変動

・松下グループが他企業と提携・協調する事業の動向

・多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持する松下グループの能力

・製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性

・第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約

・諸外国による貿易・通商規制、労働・生産体制関連への規制等（直接・間接を問わない）

・保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および

　繰延税金資産の評価の変動、その他会計上の方針の変更

・地震等自然災害の発生、その他の事業活動に混乱を与える可能性のある要素

38銭

144,427 

187,130 

2006年 9月末

144,871 

189,531 

145,650 

186,889 

国     内

2005年 9月末 2006年 3月末

331,557 334,402 332,539 

2006年 6月末

第2四半期上期

52円

2006年度

36円 16銭 38銭28円 82銭 69円

28円

147,126 

希薄化後１株当たり
当期純利益

海     外 185,422 

332,548 

13円 94銭

第2四半期

計

2006年9月末自己株式数

2006年9月末発行済株式数

１株当たり株主資本

2005年度

通期

82銭 69円

基本１株当たり
当期純利益

13円 94銭

48銭 36円 16銭

2,453,053,497   

260,137,934   

2,192,915,563   

48銭

上期

52円

- 3 -



＜別紙１＞

主要商品実績

商品別に第三者への外販を集計したものであり、組織をベースとした

事業の種類別セグメントの売上とは一致しません。

（単位：億円）

前年比 前年比

ビ デ オ 330 76% 655 73%

デ ジ タ ル カ メ ラ 515 154% 953 172%

テ レ ビ 2,184 103% 4,428 113%

内 プラズマテレビ 1,273 122% 2,574 140%

内 液 晶 テ レ ビ 489 121% 1,014 134%

ＤＶＤレコー ダー 246 92% 487 97%

音 響 機 器 375 82% 749 82%

情 報 機 器 3,406 108% 6,529 106%

通 信 機 器 1,451 78% 3,170 82%

内 移 動 体 通 信 519 57% 1,342 67%

エ ア コ ン 559 116% 1,432 104%

冷 蔵 庫 304 102% 576 103%

一 般 電 子 部 品 1,032 113% 2,015 113%

半 導 体 ※ 1,142 95% 2,247 97%

電 池 759 102% 1,459 105%

その他 Ｆ Ａ 機 器 511 97% 1,058 113%

※  半導体の数字は、生産ベースで記載

   　尚、2006年度半導体年間生産額は、4,680億円（前年比102％）の見通しです。

アプライアンス

AVCネットワーク

デバイス

第2四半期

売上高

2006年度

商品部門別 商品名
上期

売上高



＜別紙２＞

事業ドメイン会社の状況

（事業ドメイン会社連結ベース）

＜売上高・営業利益（生産事業ベース）＞

2006年度　第2四半期 （単位：億円）

営 業 利 益

前年比 前年比 利益率

パナソニックＡＶＣネットワークス社 4,650  120% 296  144% 6.4%

パナソニック　コミュニケーションズ㈱ 1,191  95% 65  127% 5.5%

パナソニック　モバイルコミュニケーションズ㈱ 746  65% - 3  - - 0.4%

パナソニック　エレクトロニックデバイス㈱ 1,220  106% 108  144% 8.9%

2006年度　上期 （単位：億円）

営 業 利 益

前年比 前年比 利益率

パナソニックＡＶＣネットワークス社 8,944  123% 420  150% 4.7%

パナソニック　コミュニケーションズ㈱ 2,359  97% 114  116% 4.8%

パナソニック　モバイルコミュニケーションズ㈱ 1,796  73% 7  - 0.4%

パナソニック　エレクトロニックデバイス㈱ 2,406  106% 182  152% 7.6%

(注) １．パナソニックAVCネットワークス社、パナソニック　エレクトロニックデバイス㈱のデータには、国内外の販売部門の

　　　　　売上・利益等は含まれておりません。

　　　２．パナソニック　コミュニケーションズ㈱、パナソニック　モバイルコミュニケーションズ㈱のデータには、一部海外の

　　　　　販売部門の売上・利益等は含まれておりません。

＜設備投資額＞※
（単位：億円）

前年差 前年差

パナソニックＡＶＣネットワークス社 514  +405 631  +431

パナソニック　コミュニケーションズ㈱ 28  - 2 55  +7

パナソニック　モバイルコミュニケーションズ㈱ 18  +3 28  +6

パナソニック　エレクトロニックデバイス㈱ 105  +38 180  +56

※発生べースでの設備投資額

2006年度

売　上　高

売　上　高

第2四半期 上期



＜別紙３＞（参考）2005～2006年度のセグメント情報

＜2006年度＞
売上高 （単位：億円）

2006年度

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比

ＡＶＣﾈｯﾄﾜｰｸ 9,450 103 % 9,637 100 % 19,087 101 %

ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 3,261 101 % 3,110 111 % 6,371 106 %

デバイス 3,354 100 % 3,499 101 % 6,853 101 %

電工・パナホーム 4,087 106 % 4,825 107 % 8,912 106 %

日本ビクター 1,545 102 % 1,727 93 % 3,272 97 %

その他 3,594 124 % 3,917 119 % 7,511 121 %

計 25,291 106 % 26,715 104 % 52,006 105 %

消去または
全社

-3,922 - -4,189 - -8,111 -

合計 21,369 104 % 22,526 102 % 43,895 103 %

営業利益 （単位：億円）

2006年度

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比

ＡＶＣﾈｯﾄﾜｰｸ 350 123 % 665 118 % 1,015 120 %

ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 204 110 % 199 95 % 403 102 %

デバイス 138 236 % 368 132 % 506 150 %

電工・パナホーム 64 146 % 261 108 % 325 114 %

日本ビクター -29 - 19 - -10 -

その他 137 149 % 182 93 % 319 111 %

計 864 136 % 1,694 115 % 2,558 121 %

消去または
全社

-213 - -271 - -484 -

合計 651 141 % 1,423 114 % 2,074 121 %

＜2005年度＞
売上高 （単位：億円）

上　　期 通　　期

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比 第３Ｑ 第４Ｑ 下期 前年比

ＡＶＣﾈｯﾄﾜｰｸ 9,134 101 % 9,684 99 % 18,818 100 % 11,255 108 % 9,788 105 % 21,043 107 % 39,861 103 %

ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 3,232 100 % 2,805 98 % 6,037 99 % 3,295 103 % 3,080 103 % 6,375 103 % 12,412 101 %

デバイス 3,338 83 % 3,470 89 % 6,808 86 % 3,568 100 % 3,307 103 % 6,875 102 % 13,683 93 %

電工・パナホーム 3,848 102 % 4,526 107 % 8,374 105 % 4,351 103 % 4,747 102 % 9,098 103 % 17,472 104 %

日本ビクター 1,515 86 % 1,848 100 % 3,363 93 % 2,141 100 % 1,527 98 % 3,668 99 % 7,031 96 %

その他 2,897 115 % 3,291 115 % 6,188 115 % 3,227 129 % 3,738 158 % 6,965 143 % 13,153 128 %

計 23,964 99 % 25,624 101 % 49,588 100 % 27,837 107 % 26,187 109 % 54,024 108 % 103,612 104 %

消去または
全社

-3,482 - -3,514 - -6,996 - -3,853 - -3,820 - -7,673 - -14,669 -

合計 20,482 97 % 22,110 100 % 42,592 99 % 23,984 104 % 22,367 107 % 46,351 105 % 88,943 102 %

営業利益 （単位：億円）

上　　期 通　　期

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比 第３Ｑ 第４Ｑ 下期 前年比

ＡＶＣﾈｯﾄﾜｰｸ 284 165 % 564 110 % 848 124 % 581 226 % 480 144 % 1,061 180 % 1,909 150 %

ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 186 104 % 209 111 % 395 107 % 244 113 % 133 81 % 377 99 % 772 103 %

デバイス 59 37 % 278 117 % 337 85 % 260 287 % 214 233 % 474 259 % 811 140 %

電工・パナホーム 44 90 % 241 116 % 285 111 % 231 114 % 211 101 % 442 108 % 727 109 %

日本ビクター -29 -11 -40 13 19 % -31 -18 -58

その他 92 115 % 195 241 % 287 178 % 135 152 % 200 150 % 335 151 % 622 162 %

計 636 96 % 1,476 119 % 2,112 111 % 1,464 158 % 1,207 132 % 2,671 145 % 4,783 128 %

消去または
全社

-176 - -225 - -401 - -170 - -69 - -239 - -640 -

合計 460 106 % 1,251 111 % 1,711 109 % 1,294 147 % 1,138 178 % 2,432 160 % 4,143 134 %

（注）松下電工㈱との協業において、電材・設備・白物家電の再編を実施したことに伴い、「アプライアンス」と「電工・パナホーム」の前年比は、

　　　前年度実績を組み替えしたものと対比して表示しております。

前年比 前年比 前年比

下　　期

前年比 前年比 前年比

下　　期

- -- - - -



＜別紙４＞（参考）2004年度のセグメント情報

＜2004年度＞
売上高 （単位：億円）

上　　期 通　　期

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比 第３Ｑ 第４Ｑ 下期 前年比

ＡＶＣﾈｯﾄﾜｰｸ 9,039 104 % 9,797 103 % 18,836 103 % 10,410 97 % 9,342 99 % 19,752 98 % 38,588 100 %

ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 3,231 110 % 2,872 93 % 6,103 101 % 3,202 102 % 2,993 98 % 6,195 100 % 12,298 101 %

デバイス 4,032 100 % 3,892 92 % 7,924 96 % 3,563 82 % 3,203 80 % 6,766 81 % 14,690 89 %

電工・パナホーム 3,775 4,212 7,987 4,224 4,651 8,875 16,862

日本ビクター 1,759 90 % 1,844 86 % 3,603 88 % 2,134 91 % 1,565 89 % 3,699 90 % 7,302 89 %

その他 2,521 112 % 2,872 115 % 5,393 113 % 2,505 105 % 2,373 101 % 4,878 103 % 10,271 108 %

計 24,357 122 % 25,489 119 % 49,846 120 % 26,038 114 % 24,127 117 % 50,165 115 % 100,011 118 %

消去または
全社

-3,337 - -3,323 - -6,660 - -3,073 - -3,142 - -6,215 - -12,875 -

合計 21,020 119 % 22,166 118 % 43,186 119 % 22,965 113 % 20,985 116 % 43,950 114 % 87,136 116 %

営業利益 （単位：億円）

上　　期 通　　期

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比 第３Ｑ 第４Ｑ 下期 前年比

ＡＶＣﾈｯﾄﾜｰｸ 172 107 % 511 121 % 683 117 % 257 77 % 334 90 % 591 83 % 1,274 99 %

ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 179 263 % 189 155 % 368 194 % 216 108 % 164 120 % 380 113 % 748 142 %

デバイス 157 368 % 238 111 % 395 153 % 91 67 % 92 85 % 183 75 % 578 115 %

電工・パナホーム 49 207 256 203 208 411 667

日本ビクター 27 132 % 19 23 % 46 46 % 72 72 % -19 53 36 % 99 40 %

その他 80 331 % 81 172 % 161 225 % 89 208 % 133 403 % 222 292 % 383 261 %

計 664 210 % 1,245 140 % 1,909 159 % 928 114 % 912 131 % 1,840 122 % 3,749 138 %

消去または
全社

-229 - -117 - -346 - -45 - -273 - -318 - -664 -

合計 435 217 % 1,128 189 % 1,563 196 % 883 124 % 639 142 % 1,522 131 % 3,085 158 %

（注）松下電工㈱との協業において、電材・設備・白物家電の再編を実施したことに伴い、2004年度の「アプライアンス」と「電工・パナホーム」の

　　　セグメント情報を2005年度の表示にあわせて組み替え表示しています。

下　　期

前年比 前年比 前年比

- - - - - - -

下　　期

- - - - -

-

前年比 前年比 前年比

- -


